
2026年８月 31日 

 

吸 収 合 併 に 関 す る 事 前 開 示 事 項 

（会社法第 794条第１項及び会社法施行規則第 191条に定める書面） 

 

大阪市中央区備後町三丁目 2 番 6 号 

シ キ ボ ウ 株 式 会 社 

代表取締役社長執行役員 鈴木 睦人 

 

シキボウ株式会社（以下「存続会社」といいます。）は、株式会社シキボウ堺（以下「消

滅会社」といいます。）との間で 2026年８月 31日に締結した吸収合併契約に基づき、2027

年４月１日を効力発生日として、消滅会社を吸収合併（以下「本合併」といいます。）する

ことといたしました。 

本合併について、会社法（以下「法」といいます。）794条第１項および法施行規則（以下

「施行規則」といいます。）191条に定める事前開示事項は、次のとおりです。 

 

１．吸収合併契約の内容（法 794条第１項） 

 別紙１のとおりです。 

２．存続会社が本合併に際して消滅会社の株主に対してその株式に代わる金銭等を交付し

ないことの相当性に関する事項（施行規則 191条第１号） 

  完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付はありません。 

３．消滅会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（施行規則 191条第２号） 

  該当事項はありません。 

４．消滅会社に関する事項（施行規則 191条第３号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等 

 別紙２のとおりです。 

（２）最終事業年度の末日後の臨時計算書類等 

   該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社     

財産の状況に重要な影響を与える事象等 

 該当事項はありません。 

５．消滅会社が清算株式会社である場合の事項（施行規則 191条第４号） 

該当事項はありません。 

６．存続会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担



その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象等（施行規則第 191条第５号） 

該当事項はありません。 

７．本合併後の存続会社の債務の履行の見込みに関する事項（施行規則第 191条第６号） 

本合併後の存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回る見込みです。また、

本合併後の存続会社の収益状況及びキャッシュ・フローの状況について、存続会社

の債務の履行に支障を及ぼすような事態は想定されておりません。 

したがって、存続会社の負担する債務については、本合併の効力発生日以降も履

行の見込みがあると判断しております。 

 

以上 

 



別紙１ 合併契約書 

3698ec2bd34fdce5ec7ca2c6edfc10e3 

合併契約書 

 

  シキボウ株式会社（以下「甲」という）と株式会社シキボウ堺（以下「乙」という）は、

次のとおり合併の契約（以下「本契約」という）を締結する。 

 

（合併） 

第 1 条 甲および乙は、本契約の定めに従い、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会

社とする吸収合併（以下｢本合併｣という。）を行う。本合併において甲は乙の権利および義

務の全部を継承し、乙は解散する。 

 

（商号および住所） 

第 2 条 本合併に係る当事会社の商号および住所は、それぞれ以下のとおりである。 

  甲 商号：シキボウ株式会社 

 住所：大阪市中央区備後町三丁目２番６号 

  乙 商号：株式会社シキボウ堺 

  住所：大阪府堺市西区築港浜寺西町 11 番地 

 

（対価） 

第 3 条 甲は、乙の発行済株式の全部を所有しているため、本合併に際して、乙の株主に対

する甲の株式またはこれに代わる金銭等の交付は行わない。 

 

（甲の資本金および準備金の額に関する事項） 

第 4 条 本合併により、甲の資本金および準備金の額は増加しない。 

 

（合併承認の株主総会） 

第 5 条 甲は、会社法第 796 条第 2 項の規定により、本契約に関する株主総会の承認を要

することなく本合併を行う。 

2 乙は、会社法第 784 条第 1 項の規定により、本契約に関する株主総会の承認を要するこ

となく本合併を行う。 

 

（合併の効力発生日） 

第 6 条 本合併がその効力を生ずる日（以下｢効力発生日｣という。）は、2027 年 4 月 1 日

とする。ただし、本合併の手続の進行に応じ必要があるときは、甲乙協議の上、これを合意

により変更することができる。 

 



 （会社財産の管理等） 

第 7 条 甲および乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注

意をもってその業務の執行および財産の管理運営を行うものとし、その財産および権利義

務に重大な影響を及ぼすおそれのある事項については、あらかじめ相手方に報告し、その同

意を得てこれを行う。 

 

（合併条件の変更および契約の解除） 

第 8 条 甲および乙は、本契約締結日以降効力発生に至るまでの間に、甲または乙の財産

または経営状態に重大な変更が生じた場合、または本合併の実行に重大な支障となる事態

が生じ若しくは明らかとなった場合、もしくはその他本合併の目的の達成が著しく困難と

なった場合には、協議し合意の上、本契約の内容を変更し、または本契約を解除することが

できる。 

 

（役員の処遇） 

第９条 乙の取締役及び監査役は、効力発生日をもって全員退任する。 

 

 （管轄） 

第 10 条 甲および乙は、本契約に関し裁判上の紛争が生じたときは、大阪地方裁判所を第

一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。 

 

 （協議事項） 

第 11 条 本契約に定めのない事項については、甲乙誠意をもって協議し、決定するものと

する。 

 

 以上の契約を証するため、本契約書の電磁的記録を作成し、甲および乙が合意の後電子署

名を施し、各自その電磁的記録を保管する。 

 

2026 年 8 月 31 日 

 

甲  大阪市中央区備後町三丁目２番６号 

  シキボウ株式会社 

    代表取締役 社長執行役員  鈴木 睦人 

 

乙  大阪府堺市西区築港浜寺西町 11 番地 

   株式会社シキボウ堺 

    代表取締役社長       岩野 勉 



別紙２ 消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 

次ページ以降をご参照ください。 


















